
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（29年1月1日）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1 職員手当には退職手当を含みません。
2 職員数は、平成28年４月１日現在の普通会計に属する人数です。
3 類似団体は、人口規模と産業構造により、一般市については16類型に分類されます。当市の類型区分は「Ⅱ－1」です。

(3) ラスパイレス指数の状況

（注） 1

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
3

(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し 実施
改定実施時期 平成27年４月１日
内容 行政職給料表について、国の見直し内容を踏まえ約2%引下げ。

激変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

②その他の見直し内容
　 単身赴任手当及び管理職特別勤務手当について、国と同様の見直しを実施。（平成27年４月１日から）

歳 出 額

　　　　　　Ａ

　　　　　千円

17.276,509

職員数

27年度の人件費率

区　　分

人　 　　　　　　　千円

人 件 費

　　　　　　Ｂ

5,120,364

　　　　　　　　　　　％　　　　　千円28年度

（参考）類似団体平均

（参考）

781

一人当たり

1,159,920

給与費 B/A

千円 千円

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職
員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸
給月額を100として計算した指数。

区　　分 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円

期末・勤勉手当給　 料 職員手当

千円28年度

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

6,556 5,963

千円

703,397

　　　　　　Ａ

平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場
合の値です。

千円

田辺市の給与・定員管理等について 

　　　　　　％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成29年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

歳 13 人

歳 7 人 歳

歳 6 人 歳

歳 38 人

歳 2722 人

歳 30 人

　　　③小・中学校（幼稚園）教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円39.3

50.6 286,833 円 ―

　　　―

区　　分

361,600 円

352,620 円

294,273 323,682

356,040

国

うち清掃職員

50.8

55.8

類似団体

―

50.9

360,816 円

340,669 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査で公表されているデータを使用しています。

平 均 年 齢

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員は前年度に支給さ

参　考

平均給与月額

1.68

1.95

民間

346,200

　　　―　　　―

417,845

―

―

―

332,843 円

田辺市

―

（国比較ベース）

394,862 円

平均給与月額

（国比較ベース）（A）

和歌山県

331,600 414,795

410,367

369,500 円

328,360 円

和歌山県

359,745

378,165

国 43.6

田辺市

対応する民間
の類似職種

平均年齢
平均給与月額

民　　間

平均年齢 職員数 平均給料月額

348,066318,443

331,92743.6

410,719

44.2

平均給料月額区　　分

330,531

平均給与月額

― ―

―328,874 円

調理士

―

―

廃棄物処理業従業員

352,500 円

293,000 円45.7

   れた期末・勤勉手当、民間は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

平 均 年 齢

42.5

371,964

Ａ／Ｂ

類似団体

うち調理員

385,786 円

（B）

51.3 231,500 円44.4369,467 円

50.3 416,671 円

―

352,500 円

370,369 円

平均給与月額

公　務　員

―

公務員

　　　―

400,852

国

区　　分

42.9

3,081,000 円

平均給料月額

田辺市

1.42

1.60

―

（Ｃ）

―

――

―

―

平均給与月額

※民間の類似職種等の比較にあたっては、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

5,994,504 円

312,670 円

うち調理員

区　　分

うち清掃職員

参　　考

44.3

6,743,052 円 4,023,000 円

（Ｄ）

類似団体

田辺市

和歌山県

年収ベース（試算値）の比較

Ｃ／Ｄ

―
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　　　　④消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

1

2

（2) 職員の初任給の状況（平成29年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円

円

円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成29年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円

円

円 円 円

円 円 円 円

146,100

387,200 403,000

392,233

区　　　　分

146,100

一般行政職

146,100

―　

266,000

―　

高　校　卒

―

高　校　卒

円

322,143

国

　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤務手当等を除いた
もの）で算出しています。

266,000

―

　　　―　　　―

（注）

技能労務職

―　

―　

―　

184,800
一般職

和歌山県

305,300

37.9

　「平均給料月額」とは、平成29年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

361,300

教　育　職

消　防　職

―

大　学　卒

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのす
べての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

平均給料月額 平均給与月額

　　　―

　　　―

　　　―

類似団体

田辺市 38.7

経験年数20年

平 均 年 齢

232,200

353,022

313,500

―　

―　

178,200 206,400

357,300

313,500

―　

407,400

高　校　卒

中　学　卒

区　　分

　　　―

178,200

148,200高　校　卒

330,920

218,100

―

―　

380,667

378,673

356,517

経験年数30年

―　

大　学　卒

高　校　卒 ―　

395,517

357,350―　

経験年数10年

高　校　卒

高　校　卒

大　学　卒

―　

区　　　　　分

394,467

293,079

　　　―

経験年数25年

大　学　卒

和　歌　山　県

円

田　辺　市 国

総合職

178,200円

146,100円

182,700円

―

―　

（国比較ベース）

　　　―

大　学　卒

高　校　卒

―

146,100

―

大　学　卒

―

平均給与月額

一般行政職

技能労務職

教　育　職

消　防　職

361,540

178,200

一般職150,500
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成29年４月１日現在）

困難な業務を行う係長の職務

係長の職務又は困難な業務を行う

（注）１　田辺市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
       ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

（注）　平成28年度が人事評価制度の導入年にあたり、年度途中には評価が決定していないため昇給への反映は行っていない。

４　　級

部長の職務

課長の職務

　　　　　　　　％

円

68

円

円

１号給の給料月額 最高号給の給料月額

14.0

円

361,800

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

円 円

構成比

246,600

444,100

標準的な職務内容

○

303,400

円

円

227,900

392,200

主事の職務

2.9

90

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

383,400

円

主査の職務

２　　級

23.4

　　　　　　　　人

円

349,200

円 円

287,100

円

317,700 407,400

3.5

15.2

22.6

141,600

７　　級

17

区　　分

５　　級

74

191,700

　　　　　　　　人

事務員の職務

円

18.5
３　　級

　　　　　　　　人

１　　級
　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

14

　　　　　　　　％

職員数

261,100

主査の職務

114

　　　　　　　　人

６　　級

　　　　　　　　％

110

　　　　　　　　％

○

平成28年４月2日から平成29年４月１日までにお
ける運用

田辺市

特定管理職員 一般職員

国

特定管理職員 一般職員

○ ○

○ ○

１級

14.0%
１級

10.0%

１級

6.1%

２級

3.7%

２級

3.6% ２級

4.3%

３級

18.5%
３級

19.0%

３級

27.1%

４級

23.4%
４級

25.5%

４級

24.5%

５級

22.6%
５級

22.2%

５級

18.2%

６級

15.2%
６級

16.5%
６級

16.2%

７級

2.9%
７級

3.1%

７級

3.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成28年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（28年度支給割合） （28年度支給割合） （28年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ － ）月分 ( － ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理職加算　10～20％ ・管理職加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

イ　人事評価を実施した

標準に加え、上位及び下位の区分も適用

標準に加え、上位の区分も適用

標準に加え、下位の区分も適用

標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

（注）　平成28年度が人事評価制度の導入年にあたり、年度途中には評価が決定していないため勤勉手当への反映は行っていない。

（2) 退職手当（平成29年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年等 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年等

勤続２０年 20.445 月分 25.55625 月分 勤続２０年 20.445 月分 25.55625 月分

勤続２５年 29.145 月分 34.5825 月分 勤続２５年 29.145 月分 34.5825 月分

勤続３５年 41.325 月分 49.590 月分 勤続３５年 41.325 月分 49.590 月分

最高限度額 49.590 月分 49.590 月分 最高限度額 49.590 月分 49.590 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～45％） 定年前早期退職特例措置（2％～45％）

１人当たり平均支給額（応募・定年）　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

（平成29年４月１日現在）

千円

　円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ ％

（注）「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の

加重平均の支給率です。

1.7

1,805

1.45

0.09 0.09

国の制度（支給率）

1.7

国

1.45

田　　　　　　　　　辺　　　　　　　　　市

0.8

2.6

１人当たり平均支給額（28年度）

0

和歌山市 6 8 6

―

田辺市

2.6

1,645

200,593

120

0 772

20

１人当たり平均支給額（28年度）

支給率

0.8

平均支給率

国

支給対象職員数

和　　歌　　山　　県

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算：普通会計）

1.7

支給実績（28年度決算：普通会計）

1,511

2.6

東京都特別区

田　　　　　辺　　　　　市

支給対象地域

22,251

○ ○

平成28年度中における運用
田辺市 国

特定管理職員 一般職員 特定管理職員 一般職員

○ ○

○ ○
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 (4) 特殊勤務手当（平成29年４月１日現在）

千円

円

％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

※平均支給年額は支給実績を支給対象職員で割った金額です。

日額400円
（実働半日の場合半額）

主な支給対象業務

ブルドーザー、グレーダー
及びマカダムローラー乗
務、削岩機使用作業

303,798

消防職員（管理職を除く）

335,347

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ）

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（28年度）

1軒につき400円(実働半日の場合半額)

左記職員に対する支給単価

奨励手当

診療

保育所に勤務する者

支給実績（28年度決算：普通会計）

廃棄物処理、そ族昆虫等駆
除及び下水道清掃作業

廃棄物処理、そ族昆虫等駆除及び下水道清掃
作業に従事する者

消防署において交代制勤務をする者で、勤務時
間が深夜にわたる者

火災1回につき200円、救急出動
昼1回につき200円、潜水出動1回
につき500円

感染症発生による防疫作業

日額400円
（実働半日の場合半額）

１回につき1,000円

深夜に現場作業又は監督業務に従事する者

死体処理業務

ブルドーザー、グレーダー及びマカダムローラー
に乗務する者並びに削岩機使用作業に従事す
る者

犬、猫等死体処理業務に従事する者

日額150円

１体につき2,000円

市税の滞納整理のための外勤

32,269千円社会福祉に関する現業事務

防災航空隊勤務

犬、猫等死体処理業務

手当の名称

月額5,000円

支給実績
H28決算

月額555,000円以内

特別勤務手当

感染症発生による防疫作業に従事する者

主な支給対象職員

社会福祉に関する現業事務を本務とする者

行旅死亡人処理業務及び死体処理業務に従事する者

月額3,000円

月額2,000円

１回につき1,500円

保健予防指導業務に従事する保健師、看護師
及び理学療法士

手当の種類（手当数）

月額100,000円

火災及び潜水、救急出動

１勤務につき500円消防署における交代制勤務

深夜の現場作業又は監督業務

保育所勤務

保健予防指導業務

54千円

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）

住宅使用料の徴収又は滞納整理のため外勤す
る者

診療所において診療時間外及び休診日に緊急
その他特別の事由に備える者

466

日額150円

月額30,000円

診療時間外及び休診日の
待機

住宅使用料の徴収又は滞
納整理のための外勤

514

１回につき1,500円

32,323

128,777

32.1

17

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ）

診療所勤務

市税の滞納整理のため外勤する者

消防職員で防災航空隊に勤務する者

医師に支給する医学研究手当

医師に支給する診療手当

6



（6) その他の手当（平成29年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

84,424

59,039

交通用具利
用の場合2km
以上2,000円
～31,600円

異なる

手　当　名
支給実績

異なる

異なる

国の制度と

同じ

単身赴任手当

同じ

宿日直手当

44,535

95,532

管理職員特別
勤務手当

千円

普通会計）
異なる内容

115,413

配偶者13,000円
配偶者以外の扶養親族各6,500円（配偶者
がいない場合は、そのうち1人は11,000円）
満16歳の年度初めから満22歳の年度末ま
での子１人につき5,000円加算

借家の場合（家賃が12,000円を超える場合
に限る）、家賃の額に応じて27,000円を限
度として支給

交通用具利用の場合、片道2ｋｍ以上の場
合に限り、通勤距離に応じて支給。自動車
は2,100円～55,000円、自動車以外の交通
用具は1,500円～25,400円を支給
交通機関利用の場合は負担している運賃
額に応じて55,000円を限度に支給

288,021

253,099

千円

支給職員１人当たり

654,450

3,273 千円同じ

内容及び支給単価
（平成29年4月1日現在）

との異同 （28年度決算：

7,576

95,80212,550

65,132

千円

配偶者
10,000円
子8,000円
父母等
6,500円

千円

千円

（28年度決算：普通会計）

千円

同じ

255,000

夜間勤務手当 千円

千円

平均支給年額

管理または監督の地位にある職員に役職
に応じて定額を支給。部長級66,400円、課
長級51,900円。医師は給料月額に100分の
20を乗じた額。

自宅から通勤距離が60ｋｍ以上で単身赴任
をしている場合に支給。基礎額30,000円。
100km以上の場合加算額（8,000～70,000
円）を支給。

休日に勤務した場合、勤務１時間につ
き１時間当たりの給与額の100分の135
で支給

正規の勤務時間として午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤務した場合、勤務１
時間につき１時間当たり給与額の100分の
25で支給

1)　管理職員が臨時又は緊急の必要により
週休日等に勤務した場合、役職及び従事
時間数に応じて支給。
部長級：１日　8,000円
課長級：１日　6,000円
※2～4時間の場合　1/2支給
　 7時間45分超の場合　150/100支給
2)　災害への対処その他の臨時又は緊急
の必要により週休日等以外の日の午前0時
から午前5時までの間に勤務した場合。
部長級：4,000円、課長級：3,000円

宿日直勤務をした場合
１回4，200円

扶養手当

休日勤務手当

通勤手当

住居手当

管理職手当

42,466

国の制度

42,051

510

5,745

同じ

支給区分及
び支給金額

同じ

7



５　特別職の報酬等の状況（平成29年４月１日現在）

円 円／ 円
（ － 円 ）

円 円／ 円
（ － 円 ）

円 円／ 円
（ － 円 ）

円 円／ 円
（ － 円 ）

円 円／ 円
（ － 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式）

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
      ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、     
         １期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人
（類似団体の人口１万人当たり職員数 人）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は「定員管理調査」（教育長除く）における職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

副 議 長

衛　　生

市 長
任期毎又は最終任期までの通算期間

△ 1

863

781

0

　　・新庁舎整備、システム関係業務、災害時対応

163

施設運営体制の強化
　　・施設館長への再任用職員配置

退職者不補充△ 1

△ 1

0

水　 道　公
　営会
　企計
　業部
　等門

[ 943 ］

853

137

教育部門

計

49

29

537

133

小　計

一
般
行
政
部
門

39

4

農林水産

56

131 32

合　　計
[ 0 ］

10

小　計

544

平成29年

49

平成28年

37

96

給 料 月 額 等区 分

55

39

労　　働

60.64

下水道 4

71

[ 943 ］

職 員 数

△ 1

期
末
手
当

副 議 長

4

主 な 増 減 理 由

8,668,800

報

酬 議 員 470,000

560,000
（参考）類似団体における最高／最低額

830,000

430,000

議　　会

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

任期毎又は最終任期までの通算期間

70万円×在職月数×0.258

税　　務 38

議 員

市 長

普
通
会
計
部
門

700,000

268,200

500,000

448,000

7

議 長
副 市 長 4.15

0

4

98

65 0

総　　務

159

商　　工

792

6

退
職
手
当

副 市 長

対前年
増減数

土　　木

消防部門 2

2

（１期の手当額）

その他

民　　生

83万円×在職月数×0.433
（支給時期）

148 150

　　（28年度支給割合）

市　　　　　　長
給

料

1,000,000

802,000

475,000

　　（28年度支給割合）

535,000

備　　　　考

議 長

285,100

550,000

副 市 長

0

347,900

71.10

業務増に対する増員
　　・予防業務等

4.15

72

28

65

6

11

17,250,720

81.84

＜参考＞

業務増に対する増員配置

　　・生活保護業務、障害福祉関係（相談業務）

　　・ねんりんピック関係業務

＜参考＞

103.52

112.80

＜参考＞
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（2)年齢別職員構成の状況（平成29年４月１日現在）

　

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

97

人

～～

55歳

人

35歳

32歳

人

51歳

56歳

～～

40歳

～

人

31歳未満

48歳

14

公営企業会計計

537

～～

60歳

781776

総合計

～

人

5960

36歳

人 人

73

10

消　防

74 73

877

　　　　　　　　　　年　度

部　門　別

790

863

39歳

71

82

150

544529

103

552

平成26年

区　分

～

27歳

平成24年 平成27年

20歳

101

150

9896

△ 371

△ 23

98教　育

( △ 2.6 %)

( △ 4.1 %)

24歳

平成25年

一般行政

886 853

人

124

普通会計計 804

人

43

812

147

59歳

人

( △ 2.5 %)

152

792

537

148

95

72

849

△ 20

△ 18

0

861 863

100

562

118

以上

職員数

43歳

20歳 44歳

23歳

151

28歳

平成29年

73

平成28年

88

人

47歳

計

( △ 1.3 %)

( △ 3.2 %)

増減数（率）

～

人

52歳

△ 2

人

過去５年間の

( 0.0 %)

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構

成比

%

9



７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費17,271千円を含んでいません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、平成29年３月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成29年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（28年度支給割合） （28年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ - ）月分 （ － ）月分 （ － ）月分 （ － ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算5～15％ ・役職加算5～15％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成29年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年等 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年等

勤続２０年 20.445 月分 25.55625 月分 勤続２０年 20.445 月分 25.55625 月分

勤続２５年 29.145 月分 34.5825 月分 勤続２５年 29.145 月分 34.5825 月分

勤続３５年 41.325 月分 49.590 月分 勤続３５年 41.325 月分 49.590 月分

最高限度額 49.590 月分 49.590 月分 最高限度額 49.590 月分 49.590 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～45％） 定年前早期退職特例措置（2％～45％）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

区　　分

21,390

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成28年度に退職した職員に支給された平均額です。

総費用に占める純損益又は実

　　　　千円

2.6

28年度

田辺市水道事業

１人当たり平均支給額（28年度）

－

36,331

45.2

10.6

職員給与費比率

千円　　　　　千円

める職員給与費比率

562,403

平均月収額

期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A

千円

　　　　　　Ｂ／ＡＢ　

295,576

平　均　年　齢

団 体 平 均

千円

基本給

千円

田辺市（一般行政職）

田辺市（一般行政職）

－ 21,529

44.4

6,16697,746 14,802

一人当たり給与費

千円

343,701

（参考）団体平均

　　　　　　Ａ

1.7

131,871

28年度
人

27年度の総費用に占

田 辺 市

1,247,923

23

１人当たり平均支給額（28年度）

2.6

513,093

1.7

1,588

％

148,879

職員手当 　　計　　Ｂ

6,473

　　　　　　区　　分

％千円　

Ａ  

総費用

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

9.1

　質収支

千円　

田辺市水道事業

区　　分 職員数

給　 料

一人当たり

1,580

358,035
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ウ　地域手当(平成29年４月１日現在）

0 千円

0 　円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成29年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

支給実績（28年度決算）

3

日額150円

該当無し

24,013

削岩機使用作業

96

165

支 給 実 績 （ 27 年 度 決 算 ）

－

17.4

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 28 年 度 決 算 ）

10,835

主な支給対象職員

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 27 年 度 決 算 ）

－

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成28年度）

水道使用料の徴収又は滞納整理
のため外勤する者

支給対象地域

手当の種類（手当数）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成28年度決算）

3,640

支給対象職員数

削岩機使用作業に従事する者

0 0

－
深夜の現場作業又は監
督業務

深夜に現場作業又は監督業務に
従事する者

手当の名称 主な支給対象業務

471

左記職員に対する支給単価

水道使用料の徴収又は
滞納整理のための外勤

日額400円（実半日の場合は半額）

支 給 実 績 （ 28 年 度 決 算 ）

0

支給実績（平成28年度決算）

一般行政職の制度（支給率）

１回につき1,500円

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（28年度決算）

11



カ　その他の手当（平成29年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

支給職員１人当たり

2,635

同じ 545

異同

配偶者13,000円
配偶者以外の扶養親族各6,500
円（配偶者がいない場合は、その
うち1人は11,000円）
満16歳の年度初めから満22歳の
年度末までの子１人につき5,000
円加算

（平成28年度決算）

251,933

異なる内容
の制度と手　当　名

宿日直勤務をした場合
１回4，200円

0

73

内容及び支給単価

借家の場合（家賃が12,000円を
超える場合に限る）、家賃の額に
応じて27,000円を限度として支給

住居手当

同じ

（平成28年度決算）

0

扶養手当

管理職員特別
勤務手当

同じ

平均支給年額

千円

千円

通勤手当

の制度との
一般行政職

役職に応じて給料月額の100
分の20を超えない範囲で支
給

同じ単身赴任手当

自宅から通勤距離が60ｋｍ以上
で単身赴任をしている場合に支
給。基礎額26,000円。100km以上
の場合加算額（6,000～58,000
円）を支給。

交通用具利用の場合、片道2ｋｍ
以上の場合に限り、通勤距離に
応じて支給。自動車は2,100円～
55,000円、自動車以外の交通用
具は1,500円～25,400円を支給
交通機関利用の場合は負担して
いる運賃額に応じて55,000円を
限度に支給

千円

0

管理職手当

宿日直手当

0

管理職員が臨時又は緊急の必要
により週休日等に勤務した場合、
役職及び従事時間数に応じて、
勤務1回につき最高8,000円

同じ

千円

3,779

同じ

千円 18,250

千円

272,500

千円

658,750

正規の勤務時間として午後10時
から翌日の午前5時までの間に勤
務した場合、勤務１時間につき１
時間当たり給与額の100分の25で
支給

同じ 619 47,615

夜間勤務手当

0

同じ

千円

支給実績一般行政職

0
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１　現状

 (1) 技能労務職の人数・平均給与・平均年齢

歳 13 人

歳 7 人 歳

歳 6 人 歳

歳 9 人

歳 38 人

歳 2,722 人

歳 30 人

（2) 年齢別による人数分布と平均給与、その他給与に関する事項

※給料表は行政職給料表を用い、手当等についても一般行政職と同様です。

2　基本的な考え方

3　具体的な取組内容

――

調理士 44.4

―

293,000 円

50.8 361,600 円

352,500 円

312,670 円 328,874 円

45.7

―

国

職員数 平均給料月額平均年齢

―

―

352,620 円

394,862 円 370,369 円

352,500 円

55.8 ― ―

231,500 円

（国比較ベース）

416,671 円 385,786 円 廃棄物処理業従業員

369,467 円

（A）

うち調理員 51.3

369,500 円

対応する民間
の類似職種

平均給与月額

民　　間

うち清掃職員 50.3

3 －

31～40歳 41～50歳

   れた期末・勤勉手当、民間は前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

21～30歳
区　分

田辺市 0 386,598 円

田辺市水道事業 0 0 6

5

3,081,000 円5,994,504 円

4 366,506 円

4 － －

8

－

1.95

0

うち清掃職員 0

1.42

― 328,360 円 ― ―

民間

375,218 円

－ － 407,954 円

0 3

51～60歳

429,779 円

21～30歳

※民間データは、賃金構造基本統計調査で公表されているデータを使用しています。

平均給与

31～40歳 41～50歳

Ｃ／Ｄ

―

区　　分

（Ｄ）（Ｃ）

田辺市

類似団体 50.9 340,669 円

1.60

　清掃業務については、定期収集部門の民間委託を行い、定員適正化を図っています。現在、新規職員の採用は行っていませ
ん。
　また、技能労務職の特殊勤務手当については、支給実績や手当の趣旨を精査し、適正化に努めています。

　技能労務職については、市全体の定員適正化計画に基づき、退職者不補充や、業務の一部民間委託を実施するなど、定員適正
化を図っているところです。
　今後とも、技能労務職の職務内容を十分検討し、効率的な運営ができるよう取り組んでいきます。

406,690 円

うち調理員 0 0 2

うち調理員

参　　考

―

和歌山県 332,843 円

うち清掃職員 6,743,052 円 4,023,000 円 1.68

年収ベース（試算値）の比較

51～60歳

－

公務員

―田辺市 ―

―

※民間の類似職種等の比較にあたっては、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

430,561 円 504,923 円

286,833 円

※年収ベースの「公務員（C)」及び「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員は前年度に支給さ

人数分布

－

参　考

―

平均給与月額 平均給与月額

田辺市技能労務職の給与等について

区　　分

公　務　員

――

Ａ／Ｂ
（B）

平均年齢

―

田辺市水道事業 48.1 346,100 円 455,433 円 387,500 円 ― ― ― ―

360,816 円

50.6

13


